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令和４年度大隅肝属広域事務組合一般会計歳入歳出決算の審査意見につ

いて 

 

 地方自治法第233条第２項の規定により審査に付された令和４年度大隅肝属広域

事務組合一般会計の歳入歳出決算及び証書類を審査したので、その結果について次

のとおり意見を提出します。 
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　また、予算は適正に執行されているものと認められた。

ど、会計管理者所管の関係帳簿及び証拠書類と照合を行い、併せて
一部現地調査を含め、関係職員の説明を求めながら実施した。

第４　審査の結果

審査の結果、一般会計の歳入歳出決算及び附属書類は関係法令に
準拠して作成され、決算の計数は、会計管理者所管の会計帳簿及び
証拠書類と一致している。

令和５年７月25日から令和５年８月25日まで

第３　審査の方法

令和４年度大隅肝属広域事務組合一般会計の歳入歳出決算及び附
属書類の審査に当たっては、計数は正確であるか、予算は法令
に準拠し、議会の議決の趣旨に沿って適正に執行されたかな

令和４年度大隅肝属広域事務組合一般会計歳入歳出決算

第２　審査の期間

令和４年度大隅肝属広域事務組合一般会計歳入歳出決算審査意見

第１　審査の対象
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1 0 100.00

2 0 100.00

3 0 100.00

4 0 100.00

5 0 100.00

6 0 100.00

0 100.00

1

2

3

4

5

6

7

合　　計 1,678,777,000 1,621,098,324 3,143,000 54,535,676 96.56

予 備 費 6,000,000 0 0 6,000,000 0.00

諸 支 出 金 52,156,000 52,154,260 0 1,740 100.00

公 債 費 499,245,000 498,974,222 0 270,778 99.95

80.19

衛 生 費 984,202,000 958,419,044 3,143,000 22,639,956 97.38

67,611,000 55,757,558 0 11,853,442 82.47

民 生 費 68,285,000 54,756,419 0 13,528,581

不 用 額 執 行 率

議 会 費 1,278,000 1,036,821 0 241,179 81.13

総 務 費

歳  出 （単位：円・％）

科 目 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額

諸 収 入 78,149,000 83,729,819 83,729,819 0

合　　計 1,678,777,000 1,702,708,476 1,702,708,476 0

繰 入 金 31,020,000 27,716,497 27,716,497 0

繰 越 金 51,893,000 51,892,252 51,892,252 0

177,328,900 177,328,900 0

財 産 収 入 263,000 262,008 262,008 0

収 入 未 済 額 収入率

分担金及び
負 担 金

1,361,779,000 1,361,779,000 1,361,779,000 0

使用料及び
手 数 料

155,673,000

歳  入 （単位：円・％）

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額
不 納
欠損額

形式収支となっている。
また、歳入の調定額に対する収入率は 100％であり、歳出の

予算現額に対する執行率は 96.56％となっている。

決 算 状 況

１　総　　括

当年度の当初予算額は、歳入歳出それぞれ 1,619,170,000円で補
正予算により 59,607,000円を増額し、予算現額は 1,678,777,000円
となっており、当年度の収支は、収入済額 1,702,708,476円、
支出済額は 1,621,098,324円で、歳入歳出差引額は 81,610,152円の
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A

B

(A-B)C

D

(C-D)E

F

(E-F)G

H

I

J

(G+H+I-J)

構 成
比 率

構 成
比 率

100.00 97.27

0.00 2.73

100.00 100.00合  計 1,702,708,476 1,821,705,772 △ 118,997,296

決 算 額 決 算 額

自主財源 1,702,708,476 1,771,905,772 △ 69,197,296

依存財源 0 49,800,000 △ 49,800,000

（単位：円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減

歳入決算額を性質別にみると、歳入総額に対し構成市町負担金、
使用料及び手数料、財産収入等の自主財源が 1,702,708,476円
(100.00％）となっている。

歳入決算額を前年度に比較すると、自主財源は 69,197,296円の
減、依存財源は 49,800,000円の減となっている。

（２）　歳入決算額の性質別状況

歳入決算額 1,702,708,476 1,821,705,772

積立金取崩額 27,716,497 37,992,344 △ 10,275,847

実質単年度収支 51,012,663 14,152,834 36,859,829

積立金 52,154,260 64,788,872 △ 12,634,612

繰上償還金 0 0 0

前年度実質収支 51,892,252 64,535,946 △ 12,643,694

単年度収支 26,574,900 △ 12,643,694 39,218,594

翌年度へ繰越
すべき財源

3,143,000 0 3,143,000

実質収支 78,467,152 51,892,252 26,574,900

△ 118,997,296

歳出決算額 1,621,098,324 1,769,813,520 △ 148,715,196

形式収支 81,610,152 51,892,252 29,717,900

た 78,467,152円であり、形式収支と同様に黒字となっている。

（単位：円）

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減

（１）　決算収支の状況

当年度の収支は、歳入決算額 1,702,708,476円に対して、歳出決
算額は 1,621,098,324円で、歳入歳出差引額は 81,610,152円の形式
収支となっている。

また、実質収支は翌年度に繰り越すべき財源の 3,143,000円を引い
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構 成
比 率

対前年
度比率

9.92 102.54

0.04 73.30

30.78 87.90

40.74 91.04

0.64 15.73

0.00 －

0.64 15.73

54.43 97.98

0.10 101.42

0.87 127.41

3.22 80.50

58.62 97.16

100.00 91.60

対予算 対調定

0 0 101.43 100.00

0 0 99.68 100.00

0 0 1.75 0.00

1,821,705,772 1,821,705,772

増　　減 △ 148,820,000 △ 118,997,296 △ 118,997,296

不 能
欠損額

収 入
未済額

収 入 率

令和４年度 1,678,777,000 1,702,708,476 1,702,708,476

令和３年度 1,827,597,000

減となっている。

（単位：円・％）

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

（地方財政状況調査分類による）

（４）　歳入決算額について

歳入決算額は 1,702,708,476円となり予算現額 1,678,777,000円
に対する収入率は 101.43％となっている。

歳入決算額を前年度に比較すると 118,997,296円（△6.53％）の

小　　　計 950,200 977,948 △ 27,748 △ 2.84

合　　　計 1,621,098 1,769,814 △ 148,716 △ 8.40

維 持 補 修 費 14,188 11,136 3,052 27.41

積　　立　　金 52,154 64,789 △ 12,635 △ 19.50

△ 2.02

補　助　費　等 1,570 1,548 22 1.42

単 独 事 業 10,450 66,429 △ 55,979 △ 84.27

そ
の
他
の
経
費

物　　件　　費 882,288 900,475 △ 18,187

△ 84.27

補 助 事 業 0 0 0 －

小　　　計 660,448 725,437 △ 64,989 △ 8.96

投
資
的
経
費

普 通 建 設 事 業 費 10,450 66,429 △ 55,979

△ 26.70

公　　債　　費 498,974 567,690 △ 68,716 △ 12.10

義
務
的
経
費

人　　件　　費 160,774 156,792 3,982 2.54

扶　　助　　費 700 955 △ 255

年　　度　 令和４年度 令和３年度 増減

　性　　質 決算額 決算額 金額 比率

％）となっている。
歳出決算額を前年度に比較すると、義務的経費 64,989千円（△

8.96％）の減、投資的経費 55,979千円（△84.27％)の減、その他
の経費 27,748千円（△2.84％）の減となっている。

（単位：千円・％）

（３）　歳出決算額の性質別状況

歳出決算額を義務的経費、投資的経費、その他の経費別にみると
総額に対し人件費等の義務的経費 660,448千円（40.74％）、投資
的経費 10,450千円（0.64％）、その他の経費 950,200千円（58.62
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構 成
比 率

収入率

1 79.98 100.00

2 10.41 100.00

3 0.01 100.00

4 1.63 100.00

5 3.05 100.00

6 4.92 100.00

7 0.00

100.00 100.00

対予算 対調定

100.00 100.00

100.00 100.00

0.00 0.00

構 成
比 率

構 成
比 率

比 率

65.59 64.58 △ 2.28

7.29 7.62 △ 7.92

4.90 4.82 △ 2.25

5.60 5.86 △ 8.03

5.39 5.55 △ 6.62

11.23 11.57 △ 6.55

100.00 100.00 △ 3.78

構 成 市 町 名
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

肝 付 町 152,978,000 163,705,000 △ 10,727,000

合　　計 1,361,779,000 1,415,305,000 △ 53,526,000

錦 江 町 76,242,000 82,902,000 △ 6,660,000

南 大 隅 町 73,322,000 78,519,000 △ 5,197,000

99,281,000 107,826,000 △ 8,545,000

東 串 良 町 66,729,000 68,264,000 △ 1,535,000

増 減

負 担 金 負 担 金 金 額

鹿 屋 市 893,227,000 914,089,000 △ 20,862,000

垂 水 市

○ 構成市町の負担金状況

（単位：円・％）

1,415,305,000 1,415,305,000 0

増　　減 △ 53,526,000 △ 53,526,000 △ 53,526,000 0

予算現額に対する

収入済額の増減

令和４年度 1,361,779,000 1,361,779,000 1,361,779,000 0

令和３年度 1,415,305,000

（単位：円・％）

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額
収 入 率

 第１款　分担金及び負担金

当年度の予算現額に対する収入率は 100％となっており、収入済

額は、歳入総額の 79.98％を占めている。

組　　合　　債 0 49,800,000 △ 49,800,000 皆減

合　　　計 1,702,708,476 1,821,705,772 △ 118,997,296 △ 6.53

繰　　越　　金 51,892,252 64,535,946 △ 12,643,694 △ 19.59

諸　　収　　入 83,729,819 85,284,841 △ 1,555,022 △ 1.82

財　産　収　入 262,008 252,926 9,082 3.59

繰　　入　　金 27,716,497 37,992,344 △ 10,275,847 △ 27.05

1,361,779,000 1,415,305,000 △ 53,526,000 △ 3.78

使用料及び手数料 177,328,900 168,534,715 8,794,185 5.22

区 分
令 和 ４ 年 度

令 和 ３ 年 度
収 入 済 額

増 減

収 入 済 額 金 額 比 率

分担金及び負担金

歳   入   款   別   比   較   表

（単位：円・％）
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対予算 対調定

113.91 100.00

98.71 100.00

15.20 0.00

対予算 対調定

99.62 100.00

99.97 100.00

△ 0.35 0.00

対予算 対調定

89.35 100.00

82.09 100.00

7.26 0.00

対予算 対調定

100.00 100.00

100.00 100.00

0.00 0.00

64,535,946 64,535,946 △ 54

増　　減 △ 12,643,000 △ 12,643,694 △ 12,643,694 △ 694

予算現額に対する

収入済額の増減

令和４年度 51,893,000 51,892,252 51,892,252 △ 748

令和３年度 64,536,000

 （単位：円・％）

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額
収 入 率

 第５款　繰越金

当年度の予算現額に対する収入率は 100.00％となっており、収入
済額は、歳入総額の 3.05％を占めている。

37,992,344 37,992,344 △ 8,291,656

増　　減 △ 15,264,000 △ 10,275,847 △ 10,275,847 4,988,153

予算現額に対する

収入済額の増減

令和４年度 31,020,000 27,716,497 27,716,497 △ 3,303,503

令和３年度 46,284,000

 （単位：円・％）

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額
収 入 率

 第４款　繰入金

当年度の予算現額に対する収入率は 89.35％となっており、収入
済額は、歳入総額の 1.63％を占めている。

252,926 252,926 △ 74

増　　減 10,000 9,082 9,082 △ 918

予算現額に対する

収入済額の増減

令和４年度 263,000 262,008 262,008 △ 992

令和３年度 253,000

 （単位：円・％）

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額
収 入 率

 第３款　財産収入

当年度の予算現額に対する収入率は 99.62％となっており、収入
済額は、歳入総額の 0.01％を占めている。
　収入済額 262,008円は、財政調整基金利子である。

170,743,000 168,534,715 168,534,715 △ 2,208,285

増　　減 △ 15,070,000 8,794,185 8,794,185 23,864,185

収 入 率 予算現額に対する

収入済額の増減

令和４年度 155,673,000 177,328,900 177,328,900 21,655,900

令和３年度

51,238,000円、行政財産目的外使用料 219,300円となっている。

(単位：円・％)

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

 第２款　使用料及び手数料

当年度の予算現額に対する収入率は 113.91％となっており、収入

済額は、歳入総額の 10.41％を占めている。

収入済額の内訳は、清掃手数料 125,871,600円、火葬場使用料
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対予算 対調定

107.14 100.00

109.37 100.00

△ 2.23 0.00

△ 0.28

1,827,597,000 1,769,813,520 0 57,783,480 96.84

増　　減 △ 148,820,000 △ 148,715,196 3,143,000 △ 3,247,804

不 用 額 執 行 率

令和４年度 1,678,777,000 1,621,098,324 3,143,000 54,535,676 96.56

令和３年度

（△8.40%）の減となっている。

（単位：円・％）

区 分 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額

（５）　歳出決算額について

歳出決算額は 1,621,098,324円で、予算現額に対する執行率は
96.56％となり 54,535,676円の不用額となっている。 

不用額の主なものは総務費 11,853,442円、民生費 13,528,581
円、衛生費 22,639,956円である。

歳出決算額を前年度と比較すると、前年度より 148,715,196円

77,976,000 85,284,841 85,284,841 7,308,841

増　　減 173,000 △ 1,555,022 △ 1,555,022 △ 1,728,022

収 入 率
予算現額に対する

収入済額の増減

令和４年度 78,149,000 83,729,819 83,729,819 5,580,819

令和３年度

険料 139,121円、預金利子 4,230円、雑入 16,641円である。

 （単位：円・％）

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

 第６款　諸収入

当年度の予算現額に対する収入率は 107.14％で 5,580,819円の収

入増となっており、収入済額は、歳入総額の 4.92％を占めている。

当年度収入済額の内訳は、電気料収入69,032,104円、資源物売却

代金 14,369,654円、介護認定審査受託事業収入 168,069円、労働保
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構 成
比 率

執行率 比 率

1 0.06 81.13 1.24

2 3.44 82.47 △ 3.21

3 3.38 80.19 2.41

4 59.12 97.38 △ 6.52

5 30.78 99.95 △ 12.10

6 3.22 99.99 △ 19.50

7 0.00 0.00 0.00

100.00 96.56 △ 8.40

1 報　酬

2 給　料

3 職員手当等

4 共済費

7 報償費

8 旅　費

9 交際費

10 需用費

11 役務費

12 委託料

13

14

15

17 備品購入費

18

22

24 積立金

26 公課費

　（予備費） 6,000,000 0 0.00 －

合   計 1,678,777,000 1,621,098,324 100.00 △ 8.40

52,156,000 52,154,260 3.22 △ 19.50

92,000 89,400 0.01 △ 28.93

負担金、補助及び交付金 531,000 349,975 0.02 51.35

償還金、利子及び割引料 499,245,000 498,974,222 30.78 △ 12.10

原材料費 164,000 0 0.00 皆減

15,160,000 13,129,689 0.81 861.87

使用料及び賃借料 5,281,000 5,022,915 0.31 2.53

工事請負費 0 0 0.00 皆減

5,056,000 4,904,663 0.30 10.45

819,829,000 813,911,218 50.21 △ 2.10

50,000 0 0.00 －

78,450,000 68,720,030 4.24 11.13

433,000 182,600 0.01 21.25

7,536,000 2,246,056 0.14 4.20

50,838,000 39,631,758 2.44 △ 3.64

28,906,000 23,363,776 1.44 △ 1.80

45,772,262 2.82 △ 1.13

55,354,000 52,645,500 3.25 △ 0.37

区　分　
予 算 現 額

支 出 済 額

　節　別 金 額 構 成 比 率 対 前 年 度 比 率

53,696,000

歳 出 節 別 決 算 の 状 況

（単位：円・％）

歳 出 決 算 額 を 各 節 別 に 見 る と 、 委 託 料 813,911,218 円

（50.21％）、償還金、利子及び割引料 498,974,222円（30.78％）が

高い構成比率を占めている。

予 備 費 0 0 0

合　　　　計 1,621,098,324 1,769,813,520 △ 148,715,196

公 債 費 498,974,222 567,689,932 △ 68,715,710

諸 支 出 金 52,154,260 64,788,872 △ 12,634,612

民 生 費 54,756,419 53,469,609 1,286,810

衛 生 費 958,419,044 1,025,234,777 △ 66,815,733

1,024,072 12,749

総 務 費 55,757,558 57,606,258 △ 1,848,700

区 分
令 和 ４ 年 度

令 和 ３ 年 度
支 出 済 額

増 減

支 出 済 額 金 額

議 会 費 1,036,821

歳   出   款   別   比   較   表

    （単位：円・％）
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増　　減 1,981,000 1,286,810 694,190 △ 0.45

摘 要

令和４年度 68,285,000 54,756,419 13,528,581 80.19

令和３年度 66,304,000

区 分 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 執 行 率

53,469,609 12,834,391 80.64

当等 3,268,534円、介護認定審査会費の報酬 5,019,929円、旅費
1,680,551円、市町村審査会費の報酬 881,104円である。
　支出済額を前年度と比較すると1,286,810円の増となっている。

（単位：円・％）

 第３款　民生費

　当年度の予算現額 68,285,000円に対し、支出済額は 54,756,419円
で、執行率は 80.19％となり、歳出総額の 3.38％を占めている。

不用額は 13,528,581円で、主なものは 社会福祉総務費の職員手

62,647,000 57,606,258 5,040,742 91.95

増　　減 4,964,000 △ 1,848,700 6,812,700 △ 9.48

執 行 率 摘 要

令和４年度 67,611,000 55,757,558 11,853,442 82.47

令和３年度

　支出済額を前年度と比較すると 1,848,700円の減となっている。

（単位：円・％）

区 分 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額

 第２款　総務費

　当年度の予算現額 67,611,000円に対し、支出済額は 55,757,558円
で、執行率は 82.47％となり、歳出総額の 3.44％を占めている。

不用額は 11,853,442円で、主なものは一般管理費の職員手当等
4,931,162円、共済費 2,480,594円、委託料 1,079,496円である。

1,024,072 159,928 86.49

増　　減 94,000 12,749 81,251 △ 5.36

摘 要

令和４年度 1,278,000 1,036,821 241,179 81.13

令和３年度 1,184,000

（単位：円・％）

区 分 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 執 行 率

 第１款　議会費

当年度の予算現額 1,278,000円に対し、支出済額は 1,036,821円
で、執行率は 81.13％となり、歳出総額の 0.06％を占めている。
　不用額は 241,179円で、主なものは旅費 146,032円である。
　支出済額を前年度と比較すると 12,749円の増となっている。
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 第７款　予備費

　予備費 6,000,000円は充用されていない。

64,788,872 128 100.00

増　　減 △ 12,633,000 △ 12,634,612 1,612 0.00

摘 要

令和４年度 52,156,000 52,154,260 1,740 100.00

令和３年度 64,789,000

  （単位：円・％）

区 分 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 執 行 率

 第６款　諸支出金

当年度の予算現額 52,156,000円に対し、支出済額は 52,154,260
円で、執行率は100.00％、歳出総額の 3.22％を占めている。
　支出済額を前年度に比較すると 12,634,612円の減となっている。

567,689,932 1,068 100.00

増　　減 △ 68,446,000 △ 68,715,710 269,710 △ 0.05

摘 要

令和４年度 499,245,000 498,974,222 270,778 99.95

令和３年度 567,691,000

（単位：円・％）

区 分 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 執 行 率

 第５款　公債費

当年 度の 予算 現 額 499,245,000 円 に 対 して 、 支 出 済 額 は
498,974,222円で、執行率は 99.95％となり、歳出総額の 30.78％を
占めている。
　支出済額を前年度に比較すると 68,715,710円の減となっている。

33,747,223 96.81

増　　減 △ 74,780,000 △ 66,815,733 3,143,000 △ 11,107,267 0.57

執 行 率 摘要

令和４年度 984,202,000 958,419,044 3,143,000 22,639,956 97.38

区 分 予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 不 用 額

令和３年度 1,058,982,000 1,025,234,777

当等 2,725,946円、共済費 1,755,209円、需要費 3,023,438円、委
 託料 4,559,398円、旅費 2,491,142円となっている。
　支出済額を前年度と比較すると 66,815,733円の減となっている。

（単位：円・％）

 第４款　衛生費

当年 度の 予算 現 額 984,202,000 円 に 対 して 、 支 出 済 額 は
958,419,044円で、執行率は 97.38％となり、歳出総額の 59.12％
を占めている。

不用額は 22,639,956円で、主なものは、ごみ処理施設費の職員手
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739,288,180

積立額
(B)

取崩額
(C)

財政調整基金 714,850,417 52,154,260 27,716,497

（単位：円）

区　　分
前年度末現在高

(A)

決算年度中増減額
決算年度末現在高

(A)+(B)-(C)

決算年度中の積立額は 52,154,260円となっており、基金の取崩
額は 27,716,497円であることから、決算年度末の現在高は
739,288,180円となっている。

（３）基　　金

ア　財政調整基金

2 0 2

総　合　計 23 1 24

　事務用器具

火葬場予約ｼｽﾃﾑ（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ） 0 1

給与システム 1 0 1

中分類計

乗用芝刈機 1 0 1

中分類計 9 1 10

1

3 1 4

自走式二軸破砕機 1 0 1

中分類計 12 0 12

　事業用建設
　機械類

パワーショベル 4 0 4

タイヤショベル

軽貨物車 4 0 4

特殊自動車 2 0 2

1

塵芥収集車 1 0 1

ダンプトラック 3 0 3

決 算 年 度 末
現 在 高

　車両

乗用車 1 0 1

軽乗用車 1 0

（単位：台）

中 分 類 区 分
前 年 度 末
現 在 高

決 算 年 度 中
増 減 高

物品は、前年度末現在高が 23台で、タイヤショベル１台（鹿屋
最終処分場）の増により、決算年度末現在高は 24台となっている。

い。

（２）物　　品

イ　物　権

地役権の前年度末現在高は 150.45㎡で、決算年度中の増減はな

ア　土地及び建物

土地の年度末現在高は 259,223.99㎡となっており、建物の年度
末現在高は 24,619.79㎡となっている。

土地、建物ともに清掃事業及び火葬場に係る財産であり、決算年
度中の増減はない。

２　財産に関する調書

（１）公 有 財 産
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む す び 

 

 今回、審査に付された令和４年度決算の収支状況は、実質収支及び実質単年

度収支ともに黒字となっており、限られた財源の中で効率的かつ適正に業務

が執行され、健全な財政運営がなされていると認められる。 

 令和４年度決算を前年度と比較すると、歳入については、組合債の減などの

要因で、6.53％の減となっている。 

 歳出についても、肝属地区大根田最終処分場堰堤設置工事費の減などが要

因となり、8.40％の減となっている。予算現額に対する執行率は96.56％であ

り、計画的な予算執行が行われていると認められる。 

 実施された各事業について、介護認定審査事業及び市町村審査事業につい

ては、コロナ禍における構成市町の介護認定審査業務及び市町村審査業務を

安全かつ着実に遂行するため、リモート及び書面審査による審査会が実施さ

れた。介護保険制度の改正に伴う認定有効期間の延長等により、審査件数は例

年より減少したが、引き続き審査会委員の人材確保を図りながら、公正・公平

な審査判定が実施されるよう適正かつ円滑に審査業務に努められたい。 

 火葬事業は、平成26年度に指定管理者制度が導入され、現在の指定管理者は

令和元年度から火葬場の管理運営を行っているが、火葬場の管理運営に対す

る利用者からの苦情等もなく、遺族の心情に十分配慮し、安全の確保を第一と

した適切な運営がなされている。 

また、組合による施設の長寿命化に向けた維持補修等が計画的かつ効率的

に行われていると認められる。今後も組合と指定管理者が連携を図りながら、

安定的な運営が継続されるよう努められたい。 

 清掃事業においては、肝属地区清掃センターへのごみの搬入から最終処分

に至るまで、一般廃棄物処理が安全かつ適正に実施されている。 

 また、清掃センターの令和５年度以降の新たな運営管理委託に向けた施設

の点検・維持補修や事業の評価を行うなど、計画的な管理運営及び長寿命化に

も取り組んでいる。今後も、構成市町と連携を図り、リサイクルの推進による

ごみの減量や、施設の安定稼働に努められたい。 

 最後に、組合の財源の多くは組合構成市町からの負担金で賄われているこ

とから、資源物売却収入や売電に係る電気料収入などの自主財源確保に努め

るとともに、財政計画に基づく自主財源の有効活用と事業の更なる効率的、計

画的な遂行により、構成市町の負担金の軽減と平準化を図りながら、今後も組

合の安定的な運営に努められたい。  
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